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行政のアドミニストレーション」機能と枠組み  （１） 
 
第１節  研究の背景 
１ 「コミュニティソーシャルワークの政策化」と市町村社会福祉行
政に求められる機能と枠組み  


















１ 学説史の分析枠組み  
    ２ ソーシャルアドミニストレーション研究の学説史  
    ３ ソーシャルアドミニストレーション研究の焦点と課題  
 
 第２節 ソーシャルアドミニストレーションの理論化の課題 
  １  三浦文夫の社会福祉政策研究における実践構造  
  ２  「社会福祉政策研究の分岐と発展」−三浦理論以降の展開を中心に  







２ 「ソーシャルアドミニストレーションの日本的発展」と実践構造  
―三浦文夫の社会福祉政策論と大橋謙策の地域福祉論の比較―  
３ 社会福祉実践研究とソーシャルアドミニストレーションの理論的  
枠組み  
 
 第４節 ソーシャルアドミニストレーション研究の課題 
 
 
第２章  ソーシャルアドミニストレーション研究の方法論 
 ―政策社会学・福祉社会学の論議を中心に―  （５１） 
 
 第１節 ソーシャルアドミニストレーション研究の構造 
１  三浦理論に対する社会学的評価  
２  ソーシャルアドミニストレーション研究と福祉社会学  
 
第２節 ソーシャルアドミニストレーション研究の源流と展開 
   ―政策社会学と福祉社会学の視座－  
  １ 社会学と政策社会学−福武直の系譜  
  ２ 社会学と福祉社会学—マッキーバーと副田義也の論説  
 
第３節 ソーシャルアドミニストレーション研究と社会福祉学研究の 
     検討 
  １ 社会福祉研究と社会福祉学研究の枠組み  
  ２ ソーシャルアドミニストレーション研究におけるソーシャルワー
クの位置  
 












  １ 地域福祉問題の発見と革新自治体による法外援護  
  ２ 自治型地域福祉とソーシャルアドミニストレーションの視座   
  ３ コミュニティソーシャルワークの理論化とソーシャルアドミニス
トレーションの課題  
 
 第２節 地域福祉研究における地方自治・行政学の課題 
    １ 市町村総合計画とアドミニストレーションの視点  
    ２   地域福祉研究における自治体論  
 
 第３節 市町村社会福祉行政の総合化と地域福祉計画の役割 
  １   社会福祉政策としての地域福祉計画  




  １  大橋地域福祉論におけるソーシャルアドミニストレーション概念  
  ２  コミュニティソーシャルワークにおけるソーシャルアドミニスト  
レーション概念の位置  






第４章  地域主権化時代における「市町村社会福祉行政のアドミニスト 








  ２ 「地域福祉アドミニストレーション」から「市町村社会福祉行政の
アドミニストレーション」の枠組みへ  
 
 第２節 地域包括ケアシステムの運営と市町村社会福祉行政の課題 
  １ コミュニティソーシャルワークの媒介機能と地域ケア会議の運営  
  ２ 地域包括ケアシステムの構築と「コミュニティソーシャルワークの政
策化」  
  ３ 地域包括支援体制の構築と運営に求められる「市町村社会福祉行政
のアドミニストレーション」の枠組み  
 
 第３節 「市町村社会福祉行政のアドミニストレーション」の枠組みと 
課題 
  １ 地域包括ケアシステムの運営と社会福祉行財政運営の課題  
   −「権限」、「財源」、「サービス供給」を中心に－  
  ２ 「福祉でまちづくり」における地域福祉と「ソーシャルエンタープ
ライズ」−「運営」と「協働」の問題を中心に−  
 
 第４節 「市町村社会福祉行政のアドミニストレーション」の原則 
 









第２節 「市町村社会福祉行政のアドミニストレーション」の視座と現代  
  的課題  
  １ 市場型福祉・介護サービスの管理監督の問題  
  −「権限」、「財源」、「供給」の論議  
  ２ 「コミュニティソーシャルワークの政策化」と地域ケア会議  
  −主として「運営」の論議  
   
 
  





  １ 「地域包括ケアの深化・地域共生社会の実現」に求められる「市町
村社会福祉行政のアドミニストレーション」 







終 章 「市町村社会福祉行政のアドミニストレーション」研究の課題  
                              （１４０） 
 
第１節 本研究の知見 
  １ 社会福祉政策の地域福祉への展開と「ソーシャルアドミニスト  
レーションの日本的発展」  
 ２ ソーシャルアドミニストレーションと社会福祉学研究の視座  
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2015 年 9 月に示された「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」を
皮切りに、2016 年 7 月の「『我が事・丸ごと』地域共生社会実現本部」で











































































































































































































































































































































































論理が日本の社会福祉政策の展開を形成したと説明している １０。  




















































































































































































































































































































































第３節  基本用語の定義  
 
















































































第４節  本研究の構成  
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地域福祉理論に何を付け加えることができるか」『社会問題研究』第 52





研究』第 49 巻第１号、21−43。 











                                            
１  大橋謙策は、①労働的自立・経済的自立、②精神的・文化的自立、③身体的・
健康的自立、④生活技術的・家政管理的自立、⑤社会関係的・人間関係的自立、
⑥自律的意見表出・契約的自立の 6 つの自立生活の要件をあげている（大橋 1995、
2014）。  
 
２  例えば、三浦文夫がいる（三浦 1971）。小田兼三（小田 1993）や岡田藤太郎（岡
田 1995；1998）は、多くのイギリスの社会福祉政策に関連する翻訳研究を行って
いる。あるいは、山本隆もイギリスの社会福祉政策に関する動向を紹介する翻訳
を数多く手がけている（山本ら 1993； 1995）。  
 
３  なお、星野は同論文中においては、ソーシャルアドミニストレーションを「社

















７  平岡は 2011 年に『社会福祉学 Social Welfare Studies: Social Policy and Social 
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１０  三浦は『社会福祉研究』の随想で、 1980 年代の一連の社会福祉改革を戦後社
会福祉からの脱皮として、自治体の施策を通して新たな社会福祉への展開を実践
的に進めたことについて述懐している。この一連の社会福祉政策展開を主題にし
















































第１節  社会福祉研究におけるソーシャルアドミニストレー  
ション研究の学説史  
 


































































































































































































































 他方、イギリスのロンドン政治経済大学（London School of Economics ＆  










































 大橋は、地方自治体を基盤にした社会福祉運営に強い関心をもち 1990 年
代以降のコミュニティケアの具体的な展開を地域福祉計画策定と地域福祉
実践の枠組みをもとに牽引した。大橋の地域福祉研究におけるアドミニス
トレーションの焦点は大きく 5 つに区分できる。第１に 1970 年代を「主体
形成と福祉教育という時代」、第 2 に 1980 年代を「在宅福祉サービスの分
節化・構造化の時代」、第 3 に 1980 年代中頃から 1990 年代を「地域福祉計
画と地域福祉実践の時代」、第 4 に 2000 年前半を「コミュニティソーシャ


















えよう。   
 
 






























 第２節 ソーシャルアドミニストレーションの理論化の課題  
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のような理論的見解を示していることを整理している（星野 1986）。  
 
１１  その構想の基礎理論は、三浦による 1970 年代の一連のコミュニティケア理論
の枠組みにあったと言えよう。同論文の中で、コミュニティケアの発展系をケア
バイザコミュニティと位置づけ、さらにソーシャルワークの発展として、福祉教













                                                                                                                                
が有効であると考えている。  
 





１４  伊部英男・大森編（ 1988）『福祉における国と地方』、阿部䔈（ 1998）『社会福




















































第１節  ソーシャルアドミストレーション研究の構造  
 


































































































































第２節  ソーシャルアドミニストレーション研究の源流と展開  
―政策社会学と福祉社会学の視座－  
 





























































































































































 また、学会の 10 周年記念出版として、福祉社会学会編集『福祉社会学ハ
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について論及している（岩田 2015： 100－ 101）。  
 




（三浦 2003： 64−65）。  
 
６  京極高宣・小林良二・高橋紘士・和田敏明 (1988)『福祉政策学の構築－三浦文
夫氏との対論』全国社会福祉協議会、 pp.90−91。  
 





８  大橋は、その後 2005 年の論文である「わが国におけるソーシャルワークの理
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祉協議会『地域における「新たな支え合い」を求めて  : 住民と行政の協働に
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全国社会福祉協議会 (2008)『地域における「新たな支え合い」を求めて  : 住
























（武川 2002：67）。  
 




５原田正樹は、この点を『地域福祉の基盤づくり』としてまとめている（原田 2014）。  
 












総合計画については、2011 年の第 1 次地方分権一括法の施行により、市町村への義
93 
 
                                                                                                                              
務づけではなくなった。  
 
９  コミュニティソーシャルワークが政策的、実践的にも意識され始めたのは 1990 年
の「生活支援地域福祉事業の基本的考え方について」（平成 2 年 8 月生活支援事業研

































第１節 地域主権化と「市町村社会福祉行政のアドミニストレーション」の枠  























































































































第１に「サービス利用者の保護」、第 2 に「サービスのコスト効率性」、第 3
に「社会福祉行政の適切な関与」、第４に「自治・行政の権限」、第５に「サー
ビス運営」、第６に「サービス実践システム」、第７に「住民参加・地域コミュ
ニティづくり」、第 8 に「サービス評価」、第 9 に「主体形成・福祉教育」、第















































































































































































































































































































































第３節 「市町村社会福祉行政のアドミニストレーション」の枠組みと課題  
 
１． 地域包括ケアシステムの運営と社会福祉行財政運営の課題  









































































































































































































































































































第 5 節 結論・まとめ  
 
 「市町村社会福祉行政のアドミニストレーション」の機能と枠組みについて、
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第 5 に住民参加による運営管理と福祉事務所をあげている。  
 











は 29 市町村、37 事業所、42 カ所で実施している地域共生型の拠点事業である（平






























































































































































































２． 「コミュニティソーシャルワークの政策化」と地域ケア会議  
−主として「運営」の論議  
 

























































































































































































































































































































































































第４節 「市町村社会福祉行政のアドミニスレーション」の機能的枠組み  
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を把握するための対応が必要なことを指摘している。  
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   第２節 各章の内容ならびに明らかにしたこと 
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からの学恩は、私が今後かかわる学生に、先生のような朗らかさで還元して参
りたいと存じます。  
私が、テーマとして取り上げたソーシャルアドミニストレーションは研究範
囲が広く、学際的で、なおかつ実証的・実践的な学術領域であります。今回、
論文として１つの形にはなりましたが、今後に多くの課題を残しています。5
章であげた「市場型福祉・介護サービスの規制行政」や「福祉ガバナンスとソ
  
ーシャルエンタープライズ」という 2 つの大きな研究課題は、「単身化社会」
や「多死化社会」を迎えた地域社会にとって、「地域自立生活支援システムと
まちづくり」を支援していく上で、社会福祉学研究にとって大きな研究領域と
なります。英米の社会政策論、日本の社会保障・社会福祉、地方自治・行財政
学、ソーシャルワーク等、本研究で深く立ち入れていない点も多く、これらの
点については、今回を一里塚に新たな出発点にたった意識で、今後の大きな研
究課題とさせて頂きます。  
最後に、東北福祉大学大学院の大橋ゼミ通称「大橋塾」を巣立つ研究者とし
て、東北の大地にしっかりと根を貼り、大きな実りをもたらすよう、研究教育
に、微力ながら貢献して参りたいと考えています。  
 
 
